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１ 計画策定の背景と趣旨 

長井市（以下、「本市」という。）では、令和６年に「長井市第六次総合計画」を策定し「みんな

がしあわせに暮らせる長井 ～ ずっと笑顔あふれるまち ～ 」を将来像として掲げています。 

地域福祉計画は、長井市第六次総合計画に基づく個別計画の一つであり、保健・福祉・子育て等

に係る下位計画「いのち支える長井市自殺対策計画」・「長井市老人福祉計画・介護保険事業計画」・

「長井市障がい者福祉計画」・「長井市重層的支援体制整備事業実施計画」・「長井市健康増進計画 

健康日本２１ながい」・「長井市子ども・子育て支援事業計画」等の計画を分野横断し、市の地域福

祉における基本方針と施策展開の方向を明らかにするものです。 

また、地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条に基づき、地域を取り巻く様々な生活課題に対応

する包括的な支援体制の整備を進めていくため、地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児

童の福祉、成年後見制度の利用の促進、その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項を定める

上位計画として位置付けられるものです。 

 

 

〈本市の計画体系における位置付け〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長井市第六次総合計画  

第４期 長井市地域福祉計画 

（含 成年後見制度利用促進基本計画） 

  

 

第４期 長井市地域福祉活動計画 

（長井市社会福祉協議会） 

山形県地域福祉支援計画 

〈下位計画〉 

・いのち支える長井市自殺対策計画（第２期） 

・長井市老人福祉計画・第９期介護保険事業計画 

・第４期長井市障がい者福祉計画 

・長井市重層的支援体制整備事業実施計画 

・長井市健康増進計画（第３次）健康日本２１ながい（第３次）  

・第三期長井市子ども・子育て支援事業計画 

横断的に連携 

一体的に策定 
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２ 一体計画の策定について 

（１）地域福祉計画と地域福祉活動計画 

従来から、本市の「地域福祉計画」と長井市社会福祉協議会の「地域福祉活動計画」は地域

福祉の目指すべき将来像を共有して策定してきました。 

地域福祉推進のための基盤や体制を創る地域福祉計画と、それを実行するため、住民との具

体的な活動を示している地域福祉活動計画は、言わば車の両輪と考えます。この２つの計画が

一体的に策定されることにより、役割が明確化され、より実効性のある計画となります。 

また、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制

を整備する観点から、「住民に身近な圏域」において、地域住民等が主体的に地域生活課題を把

握し解決を試みることができる環境の整備、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める

体制の整備、多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築が重要とされています。 

本市と長井市社会福祉協議会、各地区コミュニティセンター、住民主体の組織、そして住民

一人ひとりが一層連携、協働できるように２つの計画を一体的に策定・施策を推進していきま

す。 

 

（２）長井市社会福祉協議会について 

長井市社会福祉協議会は、昭和２９年１１月に長井市が誕生したと同時期に任意団体として

発足し、昭和４１年１０月に社会福祉法人格を取得。以来、地域福祉の充実を掲げ活動を重ね

てきました。 

 発足当時は、住民の方々の生活支援が活動の中心でしたが、度重なる法律・制度の制定・改

正や社会情勢の変化に伴い、地域福祉事業、ボランティア活動推進事業に加え、高齢者支援や

障がい者支援、保育や困窮者支援など、住民ニーズに対応して様々な事業を展開しております。 

 また、社会福祉協議会は、社会福祉法の中で地域福祉を推進する団体として位置づけられて

います。地域福祉活動計画に基づき市民の方々や関係機関の連携・協力を得ながら福祉の啓発

活動や相談活動、ボランティア・市民活動の支援、共同募金運動への協力など、全国的な取組

から地域の特性に応じた活動まで、さまざまな場面で地域福祉の増進に取り組んでいます。 

 

（３）コミュニティセンターを中心とした地域力の強化 

地域福祉は、住民と地域が主体的に取り組むことです。誰もが安心して暮らすために、自分

が暮らす地域に関心を持ち、安心して暮らすために何が必要かという地域の課題を意識し考え

ることが大事になってきます。その中で、住民がお互いに支え合い、助け合うことを考え、課

題を解決する体制を構築していかなければなりません。そして、その役割の中心となる場所が、

各地区のコミュニティセンターです。コミュニティセンターを中心に、住民がもともと持って

いる地域力を強化することが求められています。 
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３ 計画の位置づけ（計画の根拠法令） 

社会福祉法第４条に規定する「地域福祉の推進」は、地域住民、事業者等、市社協、市が共

に取り組むべき事項であり、市の施策と市社協の活動が相互に連携し、補完し合うことで相乗

効果を得ることが期待されます。 

本計画は、市が社会福祉法第１０７条に基づく「行政計画」として策定する地域福祉計画と

市社協が「行動計画」として策定する地域福祉活動計画を一体化し、地域福祉のあるべき姿と

その実現に向けた取り組みを示すことにより、地域福祉の効果的な推進を目指すものです。  

 

改正社会福祉法（令和３年４月１日施行）抜粋 

 

（目的）  

第１条 この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、社会

福祉を目的とする他の法律と相まつて、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における

社会福祉（以下「地域福祉」という。）の推進を図るとともに、社会福祉事業の公明かつ適正な

実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、もつて社会福祉の増進に資す

ることを目的とする。  

 

（地域福祉の推進）  

第４条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共生す 

る地域社会の実現を目指して行われなければならない。  

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（以 

下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会 

を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する 

機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。  

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及びその 

世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介 

護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教 

育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サー 

ビスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保され 

る上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する 

支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図るよう特 

に留意するものとする。  

  

（市町村地域福祉計画）  

第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計 

画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。  

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り
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組むべき事項  

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項  

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項  

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項  

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項  

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住

民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。  

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行う

よう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとす

る。 

 

 全国社会福祉協議会 地域福祉活動計画策定指針（平成１５年１１月）  

【地域福祉活動計画】  

全国社会福祉協議会は、平成１２年の改正社会福祉法において「地域福祉の推進」が打ち出さ

れ、次いで、平成１５年、「市町村地域福祉計画の策定」が同法に新たに明記されたことを受け、

社会福祉法第１０９条で地域福祉の推進を図ることを目的とする団体とされている社会福祉協議

会が、地域住民をはじめとする民間の主体的かつ実践的な行動計画である「地域福祉活動計画」の

策定に取り組むことが望ましいとの方向性を示した。 

地域福祉活動計画とは、「社会福祉協議会が呼びかけて、住民、地域において社会福祉に関与す

る行動を行う者、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経営する者が相互に協力して策定

する地域福祉の推進を目的とした民間の活動・行動計画」である。 

 

４ 計画の期間 

計画期間は令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

長井市 

総合計画 

          

地域福祉計画 

地域福祉 

活動計画 

          

健康増進計画 

          

第六次総合計画 

令和 6年度～令和 15年度 

第 3期計画 

令和 2年度～令和 6年度 

第 4期計画 

令和 7年度～令和 11年度 

第 3 次 

第五次総合計画 

平成 25 年度～令和 5 年度 

健康日本２１なが

い（第 2 次） 

平成 25 年度～令和 4

年度 
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 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

老人保健福祉計画 

介護保険事業

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

障がい者福祉

計画 

          

重層的支援 

体制整備事業

実施計画 

          

子ども・子育

て支援計画 

          

いのち支える

自殺対策計画 

          

  

５ 計画策定の体制 

計画の策定にあたり、「長井市地域福祉計画策定委員会設置要綱」に基づき、地域福祉やまちづ

くりに広くかかわる有識者１１名による長井市地域福祉計画策定委員会を設置し、第３期計画の

検証及び課題の整理を行い、本計画の基本目標・体系、具体的内容について検討しました。 

また、庁内の計画策定体制として、内容が多岐に渡ることから、担当課が横断的に連携できるよ

うに事務局・ワーキンググループを組織し検討を重ねました。 

更に、長井市社会福祉協議会が策定する「長井市地域福祉活動計画」と本市の「地域福祉計画」

の事項については、協力・連携を図りながら推進していくことが不可欠なため、長井市社会福祉協

議会にも事務局、ワーキンググループに参加いただき、お互いに情報を共有しながら第３期計画

の検証と評価、課題分析について協議しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9 期計画 第 8 期計画 第 10期計画 

第 3期計画 

 

第 4期計画 

 

第 2期計画 

 

第 3期計画 

第 2期計画 

7 期 

第 1期計画 

第１期計画 

 



 

7 

 

 

 

 

 

 

第２章 計画策定に向けた課題の整理 
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１ 第３期計画の取組みと第４期に向けての課題 

（１）第３期地域福祉計画と地域福祉活動計画 

長井市（以下、「本市」という。）では、平成２６年に策定した「第５次総合計画」で“みん

なで創る しあわせに暮らせるまち 長井”を将来像として掲げ、この中で、福祉分野は「市

民一人ひとりが安心して暮らせるまちづくり」、子育て支援分野は「安心して子どもを産み育

て、子どもが健やかに成長できるまち」の実現を目指し、第３期地域福祉計画を策定し推進し

てきました。 

  また、長井市社会福祉協議会は、“ささえあう 心をつなぐ ふくしのまち ながい”を基本

理念に、本市で策定する第３期地域福祉計画と社会福祉協議会で策定する地域福祉活動計画を

連携しながら、一体的に計画を策定しました。 

地域福祉活動計画は、各地区コミュニティセンターへの情報提供や、福祉・バリアフリーなど

の啓発活動、福祉活動への支援、福祉教育の推進に努め、地域と行政をつなぎながら地域の福

祉活動を実践、より一層支援してきました。 

 

 

 

 

１－１ もっと健康！ずっと健康！ 

長井市健康増進計画（第２次、第３次）健康日本２１ながいに基づき、健康意識を高め、健康

寿命を伸ばすための事業を展開するとともに、市報、ＨＰ等で健康に関する情報提供を行いま

した。乳幼児健診や食生活改善推進員による栄養教室などを通じて乳幼児期から高齢期まで、

正しい食習慣に関する啓発を行いました。 

また、健診受診率向上、生活習慣病の予防とがんの早期発見のため、健（検）診を受診しやす

い体制の整備、未受診者への勧奨を行うとともに、保健指導や健康教育を行い、少しずつ取り

組みの成果が出ていると推測されます。 

運動習慣、睡眠と休養、口腔ケアについては、改善傾向にありますが目標に達していません。

栄養と食生活、飲酒については悪化しており、喫煙者の割合はほぼ横ばいです。食生活の重要

性、運動習慣、睡眠と休養に関する正しい知識の普及、歯と口腔ケアの推進に取り組む必要が

あります。 
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１－２ 地域包括ケアシステムの構築、深化 

少子高齢化、人口減少により１５歳から６４歳の生産年齢の人口が減少、医療・介護サービス

等を提供する働き手の不足が加速化しています。介護現場では様々な取り組みを行い、本市で

も介護職員人材育成支援事業を実施していますが、引き続きこれまで以上の取り組みの強化が

必要です。また、介護サービスの他にも、多様な生活支援や介護予防サービス、認知症対策が求

められています。 

医療行為が必要な方や医療と介護の両方を必要とする方でも自宅で安心した生活を送りたい

というニーズは増えており、在宅医療については、「長井市在宅医療推進協議会」や「地域在宅

医療連携推進室」を設置していますが、医療と介護の連携を更に強化していく必要があります。 

地域活動やボランティア活動などの社会参加を通じての介護予防を推進するとともに、地域

の中でのお互いさまの助け合いによる生活支援体制の構築を図り、介護や支援が必要な高齢者

に十分なサービスを提供できるよう、そして、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられ

るよう、保健・医療・介護・住まい・生活支援が連携を取りながら一体的に支援が提供されるよ

う取り組む必要があります。 

 

 

１－３ 地域生活を支援する障がい者福祉の充実 

急激な少子化により、こどもの数は大幅に減少傾向ですが、障がいや特性があるこどもや医

療的ケアが必要なこどもは横ばいから微増傾向が続いています。 

一方、それらのこどもの受け入れ体制の整備が進んでいますが、保護者のニーズも高いこと

から、レスパイトケア※のための利用しやすい環境整備は引き続き必要な状況です。 

令和３年度に医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律が施行され、日常的に医

療的ケアが必要な児童（以下、「医療的ケア児」と言う）及びその家族の生活を社会全体で支援

するため、また、学校、保育施設とも、その設置者が医療的ケア児に対し、適切な支援を行う業

務を有するとされたことから、令和４年度から市内小学校で、令和６年度からは市内保育施設

で医療的ケア児の受け入れを実施しています。インクルーシブ教育（※）の理念に基づき、従来

の「障がい者」「健常者」という枠組みにとらわれることなく、「地域に潜在する困りごとを抱え

る人」といった視点から分野横断的な取り組みが必要です。 

障がい者の高齢化が進み、同時に医療的ケア児が増加しており、障がい者全体の福祉サービ

ス向上のため、関係機関の連携をより強化し、情報共有を行っていく必要があります。 

 

※レスパイトケアとは 

 子どもまたは大人を介護する人に提供される計画的、もしくは緊急の、一時的な 

ケアである。言い換えれば、「ケアする人のケア」である。 

※インクルーシブ教育とは 

 インクルーシブ教育とは、国籍や人種、言語、性差、経済状況、宗教、障害のある 

なしにかかわらず、すべての子どもが共に学び合う教育のこと。 
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１－４ 地域における生活支援の充実 

生活保護受給者は令和元年度から４年度にかけて増加傾向が続きましたが、令和５年度以降

は減少傾向にあります。開始理由としては、傷病や障がいにより就労困難なケースが多い一方

で、稼働能力を発揮できず保護に至るケースもみられるため、生活保護に至る前の段階や、保

護受給中の方に対しても継続した就労支援を行っていくことが重要となります。今後も生活困

窮者の自立を目的に対象者からの相談に応じ、制度やサービスの情報提供や助言、関係機関と

連携した相談支援を行っていく必要があります。 

 

 

１－５ 相談、支援体制の充実と権利擁護の推進 

認知症や知的障がい、その他の精神上の障がいを有する方の権利を守るため、成年後見制度

利用支援実施要綱に基づく報酬等費用の助成を平成３１年に開始しましたが、令和５年度まで

の５年間で助成件数は１１件と少ない状況です。 

また、令和４年度に置賜３市５町で置賜成年後見センターを設立し、成年後見制度や権利擁

護についての周知・普及のため、チラシ、リーフレットの作成や講演会を行っています。 

成年後見制度の浸透のために、関係機関対象の研修を行うなど支援者への周知から取り組み

も行っています。 

相談については、単身高齢者・高齢者夫婦のみの世帯、認知症高齢者の増加に加え、8050 問

題や多問題を抱える世帯など、相談内容は多岐にわたり、包括的な相談支援が必要となってい

ます。 

令和６年度に子育て世代地域包括支援センター「すまいるるーむ」と子ども家庭総合支援拠

点が統合され、「長井市こども家庭センター」が設置されました。次代を担うこどもたちが心身

ともに健やかに育ち、虐待の未然防止に資するため、妊娠期から出産・子育てまで一貫して相

談に応じ、必要な支援につなぐ「伴走型相談支援」の充実を図っています。統括支援員を配置

し、母子保健と児童福祉担当者が一体的に切れ目のない支援を行っています。 

相談内容に応じて関係機関の連携を図り、相談者の支援を行うとともに、相談窓口について、

積極的な周知に努めるとともに、複合・複雑化した事例への支援については、引き続き関係機

関との支援体制の強化が必要です。 

 

  

１－６ 地域ぐるみの防災体制の充実 

コミュニティＦＭ局を活用した防災ラジオ、屋外拡声装置により、住民に対し迅速な緊急情

報・避難情報の伝達が可能になり、また、音声多重放送化を行ったことで通常のラジオ放送に

割り込まずに、屋外拡声装置を活用した柔軟な情報伝達ができるようになりました。 

毎年、避難行動要支援者名簿を更新し、市内における避難行動要支援者を適宜把握していま

す。避難支援等関係者（長井市社会福祉協議会、自主防災会、民生委員等）へ名簿情報等を提供

し、防災活動・避難行動の充実を図るとともに、説明会を実施し避難行動要支援者制度の普及、

啓発を行いました。 
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自主防災組織への支援については、自主防災組織活動費補助金、自主防災組織の防災資機材

等整備事業費補助金等の交付、また、自主防災アドバイザーや本市の職員等による防災講話な

どの研修を行ったことで、自主防災組織の活動や普及、啓発等の支援に繋がっています。  

全国的に災害が多発しており、災害ボランティアの分野でも多様な機関との連携づくりが必

要です。 

 

 

 

 

２－１ 安心して産み育てられる環境づくり 

「長井市こども家庭センター」を設置し、妊娠、出産からの切れ目ない子育て支援の環境づく

りの充実を推進しています。利用者支援専門員（子育てコンシュルジュ）や家庭児童相談員を

配置し、保育施設の入所に係る手続きやあっせん、子育てに関する相談体制の整備を行ってお

り、妊娠から子育てまで、あらゆる問題にワンストップで対応できるようにしています。 

また、産後ケア事業を実施し、産後ケアサービスの事業の拡充を図ること、母子保健法に基づ

く事業（乳幼児健診・乳児訪問等）についても引き続き取り組んでいきます。 

今後も関連する部署、組織と連携し、市報やホームページ、アプリなどを活用し、積極的な情

報発信を行い、相談体制の充実を図っていく必要があります。 

 

 

２－２ 次世代を担うこどもたちの教育・保育の充実 

社会環境の変化に伴い、保護者の就労形態が多様化しており、それに伴う保育ニーズも一層

多様化しています。民間の保育施設の改修、改築が一通り完了し定員の見直しが行われ、保育

ニーズには一定の対応ができており、待機児童は発生していない状況です。 

令和５年には、遊びと学びの交流施設「くるんと」が開設され、屋内遊技場は予想を大幅   

に超える利用があり、くるんと内で実施する一時預かりについても順調に利用者が増加していま

す。 

子育て支援センターについては、「くるんと子育て支援センター」と「子育てでつながる家い

ろは」の２か所を開設し、親子の遊び場と交流の場を提供、育児相談等の支援を実施しています。

未就園児の減少に伴い、各支援センターの利用者数が伸び悩んでいる状況のため、親子がより気

軽に利用することができる支援センターを目指し、更なる支援策の充実を講じていく必要があり

ます。 
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また、学童クラブの運営については、児童が安心安全に過ごせるように、職員体制の充実及び

環境の整備を図っています。特別な支援が必要な児童が増加傾向にあり、学童クラブの支援員不

足が今後の課題です。 

多様な保育ニーズ等、少子化による影響を念頭に置きながら、施設運営等対応していかな 

ければなりません。 

 

 

２－３ 子育てに安心とゆとりをもてる支援 

子育て世代の負担軽減や経済的支援の施策は、誰一人取り残さない支援が望まれています。

児童虐待やいじめ問題は、全国的に複雑化かつ深刻化してきており、様々なリスクが重なり問

題となっています。そういったこどもや家庭に関し、家庭児童相談員や母子父子自立支援・女

性相談支援員を配置し、ひとり親世帯や貧困世帯の相談とサポートを行い、更には要保護児童

対策地域協議会など、関係機関との連携や情報共有し、早期発見、早期対応により的確な支援

策を講じていますが、年々そういった世帯が増加傾向にあり、求められる支援も多様化してい

ます。 

障がい児支援については、近隣市町を含め障がい児通所支援事業所は増えているものの、利

用希望児童がふえていることから、依然として障がい児通所支援事業所の充実が求められてい

ます。 

そのような中、市内にこども食堂が複数立ち上げられ、参加しているこどもと保護者の居場

所や相談の場ともなっており、着実に成果をあげてきました。引き続き、社会福祉協議会等で

運営支援等を行っていきます。 

また、不登校等のこどもは、進学、就労に結び付けることが難しいケースが多く、多機関での

協力・対応が必要です。 

     

 

２－４ 地域で子育てを支えるまちづくり 

小学校区ごとに設置されている各コミュニティセンターでは、小中学校と地域団体、こども

育成会連合会等との連携を図り、様々な事業を実施しています。子育ての喜びやこども自身の

喜びを喚起するような事業、体験による学びや、意思を尊重し個人の興味を伸ばす学び等、創

意工夫した事業が展開されています。各児童センター等は、文化祭などを通じて地域とのつな

がりを大切にしながら運営しています。 

今後は地域と学校の連携によって、こどもから高齢者までさまざまな世代の交流を促進し、

こどもたちに、生き生きと活動する大人の姿を見せ、地域活動への参加が自然にできるような

環境構築が必要です。 

また、全国的にこどもが犠牲となる犯罪や事故が毎日のように報道されており、地域全体で

の見守りは、非常に重要となっています。大切な地域のこどもたちを地域で見守る活動も重要

になっています。 
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３－１ 未来へと命をつなぐ地域づくり 

地域の繋がりの希薄化が進み、困難を抱えた方が孤立してしまうような状況にあります。特

に疾病、障がい、多重債務、ひきこもり、高齢者の介護と子育てのダブルケア等の問題は、生活

困窮に陥りやすく、虐待や自殺などを引き起こすリスクとなります。このような場合には、本

人・家族から希求行動（※）を起こせないことが多く、適切な支援に結びつかないという現状が

あります。 

また、高齢者のミニディサービス事業では会員数の減少や新規会員が増えないこと、ボラン

ティア養成については新型コロナの影響等により活動が縮小・停滞した団体もあり、地域力の

低下が懸念されています。 

ひきこもり支援体制の構築にあたっては、令和４年３月３１日に長井市社会参加支援プラッ

トフォームを設置し、プラットフォーム運営会議の実施や、民間団体と連携し相談会や交流会

実施の補助を行いましたが、困難なケースでは、本人・家族から支援を拒否されることもあり、

適切な支援に結びつかない現状があります。 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民や地域の多様な主体が「他人事」ではなく「我が事」

として考えられる地域づくりを、様々な分野と連携しながら推進し、行政だけではなく、民生

委員・児童委員等の地域のネットワークや見守りを活用しながら早期からの支援に努める必要

があります。 

 

 

 

 

            

３－２ 地域による「共助」の充実 

長井市コミュニティ協議会は、住民と行政の間に立って、社会の変化やニーズを把握し、地域

における様々な団体の活動や団体間の連携を支援する「中間支援組織」として設立された一般

社団法人です。住民自らが地域の現状と課題に向き合い、地域の課題を自らの課題として捉え、

解決につながる活動を支援しています。法人化後、高齢者を中心とした生活支援に取り組み、

各コミュニティセンターでは、住宅の間口除雪、移動支援、買い物支援、配食サービス支援が新

たに始まっています。 

「公民館」から「コミュニティセンター」への変遷の中で、「社会教育の推進」から「地域づ

くり」へ役割も変化し、地域づくりの手法も変化していますが、各コミュニティセンターを中

心に共助の意識のもと住民活動が充実した地域への転換を更に進めていくよう、支援すること

が求められています。 

※希求行動とは 

苦しい時や辛い時、困ったときに周囲にサポートや助けを求めること。 
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３－３ いのちを守る地域づくり 

本市の自殺者数は、平成３０年から令和４年までの直近５年間で３４人となっており、単年で

の自殺者数は男女合わせて４～１１人で推移しています。男性では、５０歳代以上７０歳代まで

が多く、女性では、８０歳以上の高齢者に多い状況となっています。本市の自殺死亡率(人口１０

万人当たりの自殺による死亡者数)は全国、県に比べ、高い傾向となっています。 

デジタル化の進展等に伴い、こどもたちを取り巻く環境も日々変化する中、犯罪に巻き込まれ

ることや、気づかずに加害者になる場合もあり、そこから人間関係の悩みなどを抱えてしまう場

合もあります。 

教育委員会では、こどもたちを守るために、学校への教育相談員の配置や電話・メール相談窓

口の周知により、相談・支援体制の構築を図っています。今後についても、人間関係などの悩み

やトラブルを抱えやすいこどもたちを守るため、気軽に相談できる体制の充実や対処方法を学ぶ

機会の確保に取り組む必要があります。 

また、市民相談センターでは、弁護士、司法書士、社会保険労務士、人権擁護委員、消費生活

相談員等の専門家による対面相談を実施しました。 

悩んでいる方への支援について、ゲートキーパーを養成し地域の中での相談先を増やすととも

に、自ら希求行動を起こせるようＳＯＳの出し方についても、若年層から普及をしていく必要が

あります。 
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２ 国の主な動き 
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（出典：厚生労働省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域共生社会とは 
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３ 統計からみる現状 

 

 

① 人口の推移と推計  

 長井市の人口については、平成 7 年頃まで 3 万 3,000 人前後で推移してきましたが、徐々に

人口減少が進み、平成 22 年には 3 万人を割り込みました。令和 7 年度以降も減少が続くと予測

され、年齢 3 区分別人口については、少子高齢化の進行、15 歳から 64 歳未満の生産年齢人口の

減少が顕著になってきています。出生率、合計特殊出生率についても、全体的に減少傾向が続

いています。 

 

 

 

 

【年齢３区分別人口推移】 

 

33,490 33,260 
32,727 

31,987 
30,929 

29,473 

27,757 

26,543 

24,765 

23,140 
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24,000

26,000
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32,000
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4,763 5,823 6,850 7,803 8,466 8,765 9,133 9,470 
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【長井市の人口の推移】 

国勢調査 （人） 

R7､R12 は人口問題研究所推計 

第 3 期計画時推計 

28,071 人 

資料：国勢調査 

（単位：人） 
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② 令和 6年 3月 31日現在の人口 

住民基本台帳（外国人含む）（資料 市民課） 

男性 (人)    各年代人口 長井市計  （人）  女性 (人)    各年代人口 

12,063 49.0% 長井市全人口 24,639   12,576 51.0% 

2,087 39.7% 75 歳以上 5,254   3,167 60.3% 

4,044 43.5% 65 歳以上 9,305   5,261 56.5% 

8,020 47.1% 40 歳以上 17,027   9,007 52.9% 

4,043 53.1% 39歳以下    7,612   3,569 46.9% 

 

 

年齢別、性別人口グラフ 

 

男性 (人)   長井市  女性 (人) 
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③ 高齢者人口の推移と推計          人口:各年住民基本台帳及び外国人登録 ３月３１日現在 

（山形県市町村在宅高齢者数調べ） 

※２０２５年、２０４０年は国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 

 

 総人口(人) ６５歳以上(人) 
構成比

（％） 
一人暮し高齢者 高齢者夫婦世帯 

平成 12 年 32,312 7,798 24.1 530 721 

平成 13 年 32,057 7,952 24.8 563 758 

平成 14 年 31,998 8,096 25.3 620 783 

平成 15 年 31,589 8,235 26.1 652 819 

平成 16 年 31,399 8,339 26.6 685 835 

平成 17 年 31,112 8,388 27.0  724 855 

平成 18 年 30,869 8,502 27.5 773 870 

平成 19 年 30,554 8,561 28.2 801 888 

平成 20 年 30,456 8,592 28.8 818 880 

平成 21 年 30,100 8,813 29.3 875 941 

平成 22 年 29,755 8,680 29.2 863 938 

平成 23 年 29,569 8,596 29.1 909 944 

平成 24 年 29,231 8,610 29.5 947 927 

平成 25 年 28,827 8,657 30.0 950 950 

平成 26 年 28,435 8,777 30.9 981 964 

平成 27 年 28,057 8,908 31.7 1,039 976 

平成 28 年 27,745 9,083 32.7 1,083 1,033 

平成 29 年 27,407 9,152 33.4 1,146 1,045 

平成 30 年 27,047 9,194 34.0 1,178 1,084 

平成 31 年 26,740 9,240 34.6 1,190 1,111 

令和 2 年 26,338 9,279 35.2 1,236 1,162 

令和 3 年 25,930 9,284 35.8 1,251 1,149 

令和 4 年 25,600 9,484 37.0 1,260 1,211 

令和 5 年 25,091 9,237 36.8 1,274 1,167 

令和 6 年 24,639 9,176 37.2 1,323 1,085 

2025年 

（推計） 
23,918 9,185 38.4   

2040年 

（推計） 
18,269 7,964 43.6   
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④ 出生率及び合計特殊出生率 

（国勢調査等〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R3 R4 

年次

別出

生率 

長井市 10.1  9.1  7.7  7.4  6.8  5.8  5.5  4.8  

(実数) 330 291 235 218 188 153 142 122 

置 賜 9.0 

 

9.2 7.5 7.5 6.5 5.4 5.1 5.0 

山形県 9.2  9.4  8.4  7.4  7.0  5.9  5.6  5.5  

全 国 9.6  9.4  8.4  8.5  8.0  6.8  6.6  6.3  

合計 

特殊 

出生率 

長井市 1.93 1.87 1.66 1.66 1.6 1.41 1.34   

 置 賜 1.71 1.79 1.51 1.58 1.43 1.33 1.26 

1.25 

1.13 

1.25 

1.25 

1.13 

山形県 1.69 1.62 1.45 1.48 1.48 1.37 1.32 1.32 

全 国 1.42 1.36 1.26 1.39 1.45 1.33 1.30 1.26 

H7 H12 H17 H22 H27 R2 R3 R4

長井市 10.1 9.1 7.7 7.4 6.8 5.8 5.7 4.8

山形県 9.2 9.4 8.4 7.4 7.0 5.9 5.6 5.5

全 国 9.6 9.4 8.4 8.5 8.0 6.8 6.6 6.3

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

【出生率】

資料：健康スポーツ課※出生率：人口1,000人に対する出生数の割合。

（単位：％）

※出生率：人口 1,000 人に対する出生数の割合。 

H7 H12 H17 H22 H27 R2 R3 R4

長井市 1.93 1.87 1.66 1.66 1.6 1.41 1.34

山形県 1.69 1.62 1.45 1.48 1.48 1.37 1.32 1.32

全 国 1.42 1.36 1.26 1.39 1.45 1.33 1.3 1.26

1.1

1.3

1.5

1.7

1.9

【合計特殊出生率】

資料：健康スポーツ課

（単位：％）

※合計特殊出生率：期間合計特殊出生率。その年次の 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの

で、1人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときのこどもの数に相当する。 
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⑤ 世帯数及び平均世帯員数の推移 

  世帯員数は減少し、世帯数は平成１７年をピークにそれ以降減少傾向にありましたが、令和

２年には平成１７年と同水準まで増加しました。 

 

 

 

 

⑥ ひとり親世帯の推移 

母子家庭世帯数や父子家庭世帯数については、減少傾向となっています。 

 

                   【父子、母子、寡婦家庭世帯数の推移】              (単位：世帯） 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

母子家庭世帯数 312 299 297 259 259 236 

（うち若年母子世帯数） (63) (64) (70) (48) (45) (45) 

寡婦家庭世帯数 233 208 205 212 220 230 

合計 545 507 502 471 479 466 

父子家庭世帯数 54 56 57 44 39 32 

 

 

 

母子家庭世帯：配偶者のいない女子で、現に 20 歳未満の児童を養育している世帯。 

  若年母子世帯：母親が 35 歳未満の母子家庭。 

  寡婦家庭世帯：配偶者のいない女子で 20 歳未満の児童を扶養していた 65 歳未満家庭。 

  父子家庭世帯：配偶者のいない男子で、現に 20 歳未満の児童を養育している世帯。 

 

 

 

 

8,568 
8,645 

8,785 
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9,269 
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9,486 

3.88 3.87 3.79 3.61 

3.42 
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【世帯数と平均世帯員数の推移】世帯数

（単位：世帯）
世帯員

（単位：人）

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 

資料：子育て推進課 
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⑦ 生活保護の状況   

生活困窮に関する相談件数は令和元年度５５３件、令和２年度４８０件、令和３年度８３５

件、令和４年度８５７件、令和５年度１，２２１件となっており、令和５年度は例年より大幅

に増加した。令和５年度の被保護者世帯数、人員数は前年よりも減少しており、世帯類型別状

況については、高齢者世帯及びその他世帯が減少している。 

 

 

 

 

世帯類型別状況（各年度現在） 

                                                              

     区 分 

 年 度 

単 身 者 世 帯                           ２ 人 以 上 の 世 帯                            

   計  

 

高齢者 

世 帯 

 傷病、障 

 がい者世帯 

その他の 

世  帯 

 高齢者 

 世 帯 

 母子 

 世帯 

 傷病、障 

 がい者世帯 

 その他の 

 世  帯 

２６ 

 

67 37 23 2 8 8 14 159 

２７ 

 

64 34 23 1 5 7 13 147 

２８ 66 33 21 7 3 7 10 147 

２９ 77 42 16 7 3 4 11 160 

３０ 73 42 18 6 1 

 

3 13 156 

元 80 39 16 9 5 2 

 

9 160 
 

２ 83 35 19 5 2 3 11 158 
 

３ 80 41 22 7 2 3 13 168 
 

４ 81 41 21 7 2 2 12 166 
 

５ 72 43 13 7 

 

2 4 8 149 
 

資料：福祉あんしん課 

資料 福祉あんしん課 
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⑧ 障がい者等の状況  

本市の障害者手帳所持者数は令和６年年３月３１日現在、身体障害者手帳所持者は 

１，１１２人、療育手帳所持者は２３７人、精神障害者保健福祉手帳所持者が１４２人で 

あり、人口に占める割合はそれぞれ４．５１％、０．９６％、０．５８％です。 

 

                     

 

  

877

39
33

220

152

109

15

46

0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

年齢別障害者手帳所持者数及び構成（手帳別） 令和6年3月31日現在 （単位：

人）

65歳以上 18歳以上、65歳未満 18歳未満

477 479 462 461 468

502 495 481 470 465

187 191
186 177 179

1,166 1,165 
1,129 1,108 1,112 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

R1 R2 R3 R4 R5

身体障害者手帳所持者の推移（等級別） 令和6年3月31日現在 （単位：人）

1･2級（重度） 3･4級（中度） 5･6級（軽度）

※数字は所持者実数  資料 福祉あんしん課 

※数字は所持者実数  資料 福祉あんしん課 
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 ※数字は所持者実数 
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療育手帳所持者の推移（判定別） 令和6年3月31日現在 （単位：人）

Ａ判定（重度） Ｂ判定（中・軽度）

資料 福祉あんしん課 
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⑨ 精神障がい者の状況 

 

精神障害者保健福祉手帳は、何らかの精神疾患のために長期にわたり日常生活や社会生活

において制約がある人を対象としており、精神疾患の主なものとして、統合失調症、躁うつ

病、てんかん、自閉や学習障がい、注意欠陥多動性障害などの発達障がい、高次脳機能障害、

薬物やアルコールによる急性中毒及びその依存症などの障がいがあります。 

 

 

 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者の推移   単位：人     各年度末現在 

  年度＼障がい 1級 2級 3級 計  

令和３年度 

 

39 65 45 149 

令和４年度 37 64 46 147 

 令和５年度 

 

30 

 

 

67 45 142 

 

統合失調症, 80

うつ, 28, 20%

発達障害, 

14, 10%

脳の損傷、疾

患, 5, 4%

多動性障害, 4, 3%

てんかん, 3, 2%

軽度知的障

害, 2, 1%
身体表現性障害, 

2, 1%
気分障害, 1, 1%

アルコール使用, 

1, 1%

その他, 2, 1%

疾患別手帳所持者の状況 令和6年3月31日現在

統合失調症 うつ 発達障害 脳の損傷、疾患

多動性障害 てんかん 軽度知的障害 身体表現性障害

気分障害 アルコール使用 その他

資料 福祉あんしん課 
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⑩ 平均寿命と健康寿命（参考） 

 

健康寿命とは、WHO（世界保健機関）が提唱した指標であり、「健康上の問題で日常生活

が制限されることなく生活できる期間」のことです。 

平成 22 年の山形県の健康寿命は、男性は 70.78 年（全国第 15 位）、女性が 73.87 年（全

国第 20 位）であり、男女とも健康寿命が延びています。 

 

 山形県 全国 

男 女 男 女 

平均寿命 A 81.39歳 

（26/47 都道府県 

 

長井市 

81.3歳 

（7/35 市町村） 

87.38歳 

（35/47 都道府県） 

 

長井市 

88.0歳 

（2/35 市町村） 

81.49歳 

※2016 年 80.98 

 

2023年ﾗﾝｷﾝｸﾞ 

①スイス 

②スウェーデン 

③ノルウェー 

87.60歳 

※2019 年 87.14 

 

2023年ﾗﾝｷﾝｸﾞ

①日本 

②スイス 

③フランス 

健康寿命 B 

 

72.65歳 

（24 位/47 都道府

県 2019 年） 

75.67歳 

（23 位/47 都道府

県 2019 年） 

72.68歳 75.38歳 

A－B 8.74歳 

 

11.71歳 

 

8.81歳 

 

12.22歳 

 

 

※A-B は介護保険サービス等のお世話を必要とする期間 

※資料 平均寿命・・厚生労働省「令和 2 年都道府県別生命表の概況」 

2022 年 12 月 23 日公表 

＊都道府県別生命表は、人口動態統計調査及び国勢調査のデータ

を用いて、5 年ごとに作成している。最新のデータが令和 2 年。 

（市町村別平均寿命についても同様） 

健康寿命・・「第 16 回健康日本２１（第 2 次）推進専門委員会資料」 

厚生労働省が 2021年 3月に公表した、2019年の都道府県別健康寿命。 
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１ 計画の基本目標 

長井市第六次総合計画 

 “みんながしあわせに暮らせる長井 ～ずっと笑顔あふれるまち～” 

 を将来像として、本計画では、３つの基本目標と１２の施策を設定し、計画を体系的に

展開します。 

 

 

 

   基本目標１ 

   

 

近年、複雑・多様化する災害が発生する中、住み慣れた地域で安心して自分らしく暮ら

すために必要な体制の整備、支援の充実を図ります。 

様々なライフステージに合わせ、保健・医療・福祉の一体的な取り組みを行い、健やか

な生活・暮らしの実現を目指します。 

高齢者や障がいを抱えた人、生活困窮者など、市民が社会の一員としてその人らしい生

活を送ることができるよう、市民一人ひとりの尊厳を守りながら、福祉サービスや相談でき

る体制の支援・充実を図ります。 

 

 

   基本目標２ 誰もが生きがいの持てるまちづくり

こども達の健やかな成長のために、切れ目のない伴走型の支援等、出産や子育てに安心と

ゆとりが持てるような支援を行います。多様化する保護者の子育てに関するニーズに柔軟に

対応し、支援していく体制を充実していきます。 

一人ひとりのこども達が心豊かに生きる力、夢の実現に向かえるよう、質の高い保育・教

育環境の充実、インクルーシブ教育等様々な取り組みを行い、地域ぐるみで長井のこども達

を支援していきます。 

市民一人ひとりが住み慣れた地域で生きがいを持ち、充実した生活を送ることができるよ

う、「市民ひとり１スポーツ」等様々な取組みを行い、市民が主体となった活動の創出・仲

間づくりを目指します。 
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基本目標３  

 

 

高齢化と人口減少が急激に進み、地域活動、みんなでささえ合う地域活動が重要になって

います。困難を抱えた方、孤立やひきこもり、虐待など、様々な問題に対応し、いのちを守

るために、地域住民が「我が事」として参画し、世代や分野を超えて「丸ごと」つながる地

域力を更に高めていくことが重要です。 

コミュニティセンターを中心に課題解決へ向けた取組を行い、お互いさまの関係づくりを

強化、困難を抱えた人たちを地域で見守る体制の強化、また、そういった地域福祉活動を支

える人材の育成・ボランティアの育成・支援を図ります。 
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２ 計画の体系図 
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３ 計画の推進 

地域福祉の推進のために、行政だけでなく、地域に関わるすべての人が当事者として参加する

ことが求められます。“地域と住民”“市社会福祉協議会”“行政”にはそれぞれの“役割”があり、

それを推進することが期待されます。 

 

行政 

 

令和６年に策定した「第六次総合計画」 

“みんながしあわせに暮らせる長井 ～ずっと笑顔あふれるまち～”の 

福祉分野・子育て支援分野の実現を目指します。 

 

制度や分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民の

多様な主体が 「我が事」 として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて 

「丸ごと」 つながることで住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていくための体制を整備します。 

 

 

 

市社会福祉協議会 

 

“ささえあう 心をつなぐ ふくしのまち ながい” 

の実現に向け取り組んでいきます。 

長井には他市のような地区社協（小学校区単位などの社協組織）という組織はありま

せんが、市社協は地区社協の果たす役割も担い、各地区コミュニティセンターへの情

報提供や、福祉・バリアフリー・ボランティアなどの啓発活動、福祉・ボランティア

活動への支援、福祉教育の推進に努めてきました。地域と行政をつなぎ、地域の皆様

や関係機関の協力のもと、地域の福祉活動をより一層支援していきます。 

 

 

 

地域と住民 

 

自分の住む地域に関心を持ち、地域の一員として地域の活動に参加します。 

住み慣れた地域で暮らしていくために、どんな助けが必要かを考え、支え合います。 

コミュニティセンターを中心に住民が集い 

“支え上手・支えられ上手”が自然とできる地域を作ります。 
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1-1  地域ぐるみの防災体制の充実 

 

【現状と課題】 

近年、増加している地震や集中豪雨などの自然災害に伴い、防災を含め地域全体の安全・安心 

なまちづくりに対する意識と自主防災組織等の地域コミュニティが果たす役割の重要性が地域で

再認識されています。 

 災害発生時やその恐れがある際に、地域住民が一時的に避難生活を送る施設として避難所・福

祉避難所が指定されています。特に要配慮者を対象とした福祉避難所では、特別な配慮を必要と

するため、関係団体・事業者等と連携して、適切な対応をとることが求められます。 

避難行動要支援者一人ひとりに対し策定を進めている個別避難計画については、３期より引き

続き作成・更新作業を行い、実効性のある計画づくりを推進していく必要があります。 

また、地域の高齢化等により、避難支援者の担い手の確保が困難な状況がみられます。今後は、

避難支援者の担い手不足の解消を図りながら、避難支援等の一連の活動が適切かつ円滑に実施で

きる仕組みづくりに取り組みます。 

自主防災組織は、令和６年度に組織化率 100％となりました。今後は、各自主防災組織が、災

害時はもちろん平時から、さらなる自発的で効果的な活動ができるように、自主防災組織向けの

訓練、研修等を実施していくとともに、市民の自主防災組織活動への参加をさらに推進し、災害に

強い福祉のまちづくりを推進します。 

 

【具体的施策】 

１_避難行動要支援者の避難支援制度の推進、被災者支援の体制整備 

２_地域防災力の中心となる自主防災組織への支援  

３_災害時に支えあい、助け合う仕組みづくり  

４_地域での見守り活動の充実 

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・避難行動要支援者制度の普及・啓発に取組みます。 

・自主防災組織活動の支援を推進します。 

市社協 ・避難行動要支援者の支援における避難支援等関係者として制度推進に協力

していきます。 

・災害ボランティアセンターの運営、災害ボランティア活動の環境整備に努
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めます。 

住 民 ・避難行動要支援者制度の普及や個別避難計画策定に協力しましょう。 

・自主防災組織等による研修や訓練等に参加しましょう。 

 

【地域福祉活動計画（市社会福祉協議会）の取り組み】 

 避難行動要支援者制度の理解促進に協力していきます。長井市、関係機関と連携し災害ボラン

ティアセンターの運営、災害ボランティア活動が円滑に行われるよう活動の環境整備に努めます。 

取り組み項目 概 要 

広報・啓発活動 ・避難行動要支援者制度の理解促進に協力していきます。 

災害ボランティアセンター、

災害ボランティア活動 

・長井市、関係機関と連携し災害ボランティアセンターの運営

及び災害ボランティア活動が円滑に行われるよう環境整備

に努めます。 

 

 

1-２  保健・医療・福祉の充実 

 

【現状と課題】 

令和 5 年度に策定した『長井市健康増進計画（第３次）健康日本２１ながい』の４つの基本目

標のもと、栄養・食生活、身体活動・運動、生活習慣病対策等の 9 項目の具体的な取り組み項目

をライフステージごとに設定し、市民のからだとこころの健康づくりの推進のため、職場や地域、

家庭、学校などの社会全体で協働し、連携しながら継続して取り組んでいきます。 

地域住民が安心して暮らしていくためには、必要な情報を容易に入手できること、困ったとき

には身近な場所で気軽に相談が可能なこと、保健・医療・福祉の取組等によって必要なサービスが

適切に受けられることが必要です。中でも、在宅医療・介護連携については、関係機関の役割を明

確にし、連携を図り、在宅医療と介護連携の体制整備づくりをすすめてきましたが、更に市民への

在宅医療、看取りの周知啓発を行いながら、自分の希望する医療や介護を受けることができる仕

組みづくりを構築していきます。 

 

【具体的施策】 

１_健診（検診）の充実と保健指導の実施 

２_地域での健康づくり  

３_在宅医療の普及啓発  

４_かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局の推進 
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【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・地域の健康問題を把握し情報提供・健康教室を行います。 

・土曜日の健診（検診）日など受診しやすい体制を整備し、健康診断受診率向

上に向けた啓発、生活習慣病の予防と早期発見に努めます。 

・在宅医療・介護連携を推進し、多種多様化するニーズに対応できるよう顔の

見える関係づくりを通し、課題解決に向けて取り組みます。 

・多職種が連携し、迅速に対応できる体制を整えるため、ツールとしての ICT

活用を広く普及させ、在宅医療と介護の連携を図ります。 

・パンフレットや講演会の開催に加え、長井市版エンディングノートを作成

し、元気な時から終活や ACP（人生会議）、最後の迎え方について考える機

会を提供します。 

・在宅での看取りについて周知啓発を図ります。 

・かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬局について普及啓発を図り

ます。 

市社協 ・相談事業を通じ、保健、医療、福祉などの関係機関と連携を図ります。 

住 民 ・いざという時に備え、希望する医療や介護、最期の迎え方等身近な人と話し

合っておきましょう。 

・市民一人ひとりが自らの健康について考え、主体的に取り組みましょう。 

・生活リズムを整え 1 日 3 回の食事をとり、家族や友人との食事時間を楽し

みましょう。 

・家族で健康について一緒に考え、家族間で１年に１回は健診を受けることを

声掛けし、家族の健康状態を知りましょう。 

 

 

1-３  相談・支援体制と情報発信の充実 

 

【現状と課題】 

医療・介護・福祉などの関係機関や地域につながる地域福祉ネットワークにより、複雑化・複

合化する課題やニーズに対し支援につながる仕組みが概ね確立してきました。 

国は、地域共生社会の実現に向けて、多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築や、福

祉サービスを必要とする地域住民に対する相談支援体制が重要として、地方自治体にも整備を進

めています。近年の相談内容については、高齢者や障がい者、生活困窮者やひきこもり、教育、

育児に関することなど、相談者が多様化するとともに問題も複雑化・複合化しています。 

地域に住む全ての方が自立し、自分らしい生活を送ることができるよう、そして問題が起こっ

た場合は早期解決のため、保健、医療、福祉及び教育などの分野を横断し、支援機関との間で相

互の業務内容の理解や連携体制の強化、それらの市民への周知が必要です。 
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地域住民による支え合いと公的支援が連動した、重層的な支援体制の構築に向けた取組を進め

ていきます。 

 

【具体的施策】 

１_地域福祉ネットワークによる相談支援体制の充実と周知  

２_多機関協働による相談支援体制の充実と周知  

３_必要とされる方に情報が届く体制づくり  

４_高齢者や障がい者等に対する自立支援  

５_ひきこもりに対する支援  

６_こどもの学習支援  

７_就労準備支援 

８_重層的支援体制整備事業の推進 

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・関係機関と情報共有し連携の強化を図ることで、複雑化・複合化した様々な

困難な課題を有する方に対し、分野横断的に柔軟な相談対応や支援を行い

ます。 

市社協 ・生活上の困りごとなどの相談を受付け、関係機関と連携し対応していきま

す。 

・利用しやすい相談体制づくりと利用拡大を図ります。 

住 民 ・課題を抱える方に対し適切な支援が届くよう、個々の生活や地域活動等を通

して、地域全体で見守り支え合いましょう。 

・不安や悩みがある時は、同じ悩みを持つ方との交流の場に参加するなど、一

人で抱え込まずに相談しましょう。 

 

【地域福祉活動計画（市社会福祉協議会）の取り組み】 

生活上の困りごとの相談を総合的に受付け、関係機関と連携し対応していきます。 

取り組み項目 概 要 

総合相談事業 ・社協での総合相談（身近な相談、生活困窮相談など）を通じ

て、ニーズを把握し、課題解決に向け関係機関と連携して対応

していきます。 

・利用しやすい相談体制づくりと利用拡大を図ります。 
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1-４  各種福祉関係施策の充実 

 

【現状と課題】 

高齢、障がい、生活困窮、ひきこもりといった単一の課題だけでなく、複合的な生活課題を抱え

る方や世帯の問題に対応するため、分野ごとの縦割りで終わることなく、各相談支援機関が連携

を図り、状況に応じて適切かつ必要な支援に繋げることが求められています。 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい生活を続けていけるよう、これまで構築を進

めてきた地域包括ケアシステムを更に進化させていくことが求められています。 

高齢者世帯の増加が見込まれることから、介護保険に基づく介護サービスや介護予防サービス、

地域生活の自立支援のための福祉サービス等、さらなる各種サービスの充実が求められます。そ

ういった介護サービスの充実と安定のために、介護労働安定センター等の関係機関と連携し、介

護人材の確保・育成等へ支援していくことがとても重要です。 

また、要介護者のみならず、重い介護負担を負っている家族に対する、相談体制やケアの充実に

取り組むことも必要です。 

障がい者については、各種の福祉サービスを充実させることや障がい者のサービス事業所が不

足していることが課題となっています。 

また、生活困窮者については、本市の現状として、病気や障がいにより就労することが困難なた

め生活保護に至るケースが増加している一方で、稼働能力（※）を発揮できないまま生活保護に至

るケースもみられます。生活保護に至る前の段階で自立支援策の強化を図り、生活困窮者の自立

へ繋げることが大切です。関係機関との連携を図り、自立に向けた積極的な支援（就労支援等）

や、課題を抱える方が気軽に安心して通える居場所づくり等が必要です。 

上記のような様々な福祉施策や関連する福祉情報の中で、必要な情報を適切に届けることが重

要です。そのために、福祉関連情報の提供体制・広報等の一層の充実を図ることが大切です。 

 

【具体的施策】 

１_高齢者福祉・介護保険サービスの適正給付 

２_介護や世話を行う家族等に対する支援 

３_介護人材確保・育成への支援 

４_健康づくりの支援 

５_障がい者福祉サービスの利用促進  

６_生活困窮者の自立支援 

７_生活困窮者支援等のための地域づくり事業の実施  

８_福祉サービスの情報発信の充実  

９_地域生活支援拠点等の整備  

10_福祉サービス提供者等の育成・確保 
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【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・介護予防について周知を図り、介護予防教室の整備を行うとともに、地域の 

中に介護予防を実践する場を設けて普及を図ります。 

・高齢者や認知症の方を介護している家族や援助者に対し、相談や交流のでき

る場を設け、心身の負担軽減と在宅介護の継続を支援します。 

・介護職員に対し奨励金交付や初任者研修に係る費用助成を行い、就業促進と

定着、スキルアップを支援します。 

・関係機関と連携し、介護人材の確保・育成を支援します。 

・障がい者が住み慣れた地域で自立した生活ができるよう福祉サービスの整

備とサービス提供体制の充実に努めます。 

・関係機関と連携し、生活困窮者等のための地域づくり事業や、生活困窮者の

自立に向けた相談・支援を行います。 

・ひきこもり等で潜在的に支援を必要としている方に適切な支援が届くよう、

各事業所の活動内容等の周知啓発に努めます。 

・認知症サポーター養成講座や広報活動により、認知症の正しい理解を図ると

ともに認知症の方や家族の支援活動を計画的に推進していきます。 

市社協 ・障がいのある方の交流の場の支援、障がいに対する理解促進に関する啓発 

活動を関係機関と連携して推進します。 

・関係機関と連携を強化し、生活困窮相談に応じ相談者に寄り添いながら自立 

に向けた支援を行います。 

住 民 ・社会や個人の繋がりを重視し、課題を抱える者に対し、必要な支援が届くよ

う、地域全体で見守り支え合える関係性を築きましょう。 

・認知症の正しい知識を身に付け自分の事として理解し、認知症の方を地域で

見守りましょう。 

・介護予防教室や介護予防に関するイベント、地域活動、ボランティア等に積

極的に参加し、介護予防に取り組みましょう。 

・困りごとや悩みがある場合は、一人で抱え込まず相談しましょう。 

 

【地域福祉活動計画（市社会福祉協議会）の取り組み】 

障がいのある方の交流の場の支援、障がいに関する啓発活動を進めます。 

生活困窮者の相談窓口として、相談しやすい体制づくりと自立に向けた支援を実施します。 

 

取り組み項目 概 要 

障がいのある方の交流の場の

支援、障がいに対する理解促

進活動 

 ・障がいのある方の交流活動を関係機関と連携し支援してい

きます。 

・福祉教室や福祉学習を通じて支え合いの地域づくり、障がい、

バリアフリーなどの理解促進に努めます。 
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生活困窮者自立支援事業 ・生活困窮相談の窓口として、関係機関との連携を強化し早期

把握と相談援助、各種資金の貸付やフードバンクの活用など

を通じて、相談者に寄り添った支援を行います。 

 
※「稼働能力」とは 

働くことのできる方が、その能力に応じて働いて収入をあげることを稼働能力と 

言います。保護要件として、稼働能力の活用については、(1)稼動能力を有するか、 

(2)その能力を活用する意思があるか、(3)実際に稼働能力を活用する就労の場を得る 

ことができるか否かの要素により判断することとされています。 

 
 
 

1-5  セーフティネットの機能強化 

 

【現状と課題】 

様々な立場や価値観の違い、ライフスタイルの変化などの多様性を理解し、一人ひとりの人権

を尊重し合える地域づくりが求められています。その人らしい生活の継続や地域社会への参加な

ど、本人の希望に寄り添った支援が必要です。 

また、虐待、ひきこもり、家庭環境における貧困、社会からの孤立など様々な問題に対する取組

が重要となっています。誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう関係機関と連携を密にし

ながらこれらの問題を抱えている家庭の早期発見を図るとともに、相談体制の強化が必要です。 

行政機関と地区、民生委員・児童委員、その他関係機関とのネットワークによる包括的な相談支

援体制を構築し、地域におけるケアシステムの充実を図るとともに、地域で支援を必要とする人

を誰一人見逃さず、適切な支援が提供されるようセーフティネットの機能強化を図ります。 

 

【具体的施策】 

１_一人ひとりの人権の尊重  

２_差別・虐待・暴力の防止  

３_地区長会や民生委員・児童委員、社会福祉協議会等関係機関との連携  

４_住宅確保給付事業  

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・住民の虐待防止に対する意識の向上を図るために広報活動を行います。 

・ひきこもり当事者や家族等の支援者に対し、相談窓口や居場所を提供するこ

とで、当事者の社会参加を促し、心身の負担軽減を図ります。 

・ひきこもりやダブルケア、虐待などリスクの高いケース等の多様な問題の解

決のため、関係機関との連携を図ります。 
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市社協 ・関係機関と連携し判断能力が不十分な方への権利擁護にむけた支援を進め 

ます。 

住 民 ・普段から地域内での交流を図り、児童や高齢者の虐待、DV 等の兆候に気付

いたら、いち早く必要な機関の支援につなぎましょう。 

 

【地域福祉活動計画（市社会福祉協議会）の取り組み】 

判断能力が不十分な方に対し、成年後見制度利用に至る前の段階としての権利擁護活動に取り

組んでいきます。 

取り組み項目 概 要 

福祉サービス利用援助事業 ・認知症高齢者、知的障がいのある方、精神障がいのある方等

に対して、福祉サービスの相談援助や日常的な金銭管理など

の支援を行い、関係機関との連携により、権利擁護の取り組

みを進め、地域で安心して生活が営めるように支援します。 

1-6  成年後見制度利用の促進

【現状と課題】 

令和４年４月に置賜地域の成年後見制度を担う中核機関として３市５町による置賜成年後見セ

ンター運営協議会を組織し、「置賜成年後見センター」を設置しました。これにより、権利擁護支

援における高い専門性が担保され、住む場所によって必要な支援が受けづらいという地域格差の

是正、多様な分野で連携する権利擁護支援の地域連携ネットワークをおおむね確立することがで

きました。 

しかしながら、実際に制度の利用に至る件数は少なく、制度の周知不足、必要とする人の掘り起

こし等が課題として挙げられます。 

今後身寄りのない高齢者や障がい者の増加に伴い、成年後見制度の利用拡大が予想されること

から、制度周知のための広報・啓発へ注力していくとともに、中核機関と連携し市民後見人の養成

を図り、後見人の担い手不足の解消に向けた取り組みを進めていきます。 

 

【具体的施策】 

１_成年後見制度利用支援事業の周知と啓発 

２_成年後見支援センターとの連携 

３_市民後見人の養成・支援体制の整備 

４_相談支援体制の強化 
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【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・相談窓口の周知、相談支援体制の強化を図ります。 

・中核機関と連携し、市民後見人の養成・支援体制の整備を図ります。 

・申し立て費用及び後見人報酬の助成を行います。 

・専門職、関係機関の協力体制を構築し、本人を見守る「チーム」として 

意思決定支援、身上保護を重視した後見活動を支援する体制を強化して 

いきます。 

市社協 ・成年後見制度の利用促進に向け、市と連携し、情報提供や制度の周知に努め

ます。 

住 民 ・成年後見制度の理解を深め、必要な方に相談窓口を紹介しましょう。 

 

 

 

2-1  こどもが健やかに成長できるまちづくり 

 

【現状と課題】 

急激な少子化に歯止めがきかない状態となっており、幼児教育・保育事業、地域子ども・子育て

支援事業に対するニーズは年々増えています。また、切れ目のない伴走型の支援、安心して産み育

てられる環境づくり、更には幼児期からの質の高い保育・教育環境の充実、インクルーシブ教育等

を推進するためには、保育園等や学校の連携が重要です。 

多様化する保護者の就労形態やワークライフバランスの推進に対応するため、病児保育や延長

保育などの多様な保育サービスの提供や、保護者の子育てに関する閉塞感を解消する短期的な支

援、子育て中の積極的な社会参加を可能にする保育サービス等の充実が求められています。    

放課後のこども達についても良好な生活環境の場を確保するため、学童クラブの環境改善を進

め、夏休み期間中の受け入れや開所時間の延長など柔軟な運営や活動内容の充実、こどもの利用

を促進する環境づくりが必要です。 

そういった中、令和５年に、遊びと学びの交流施設「くるんと」が開設され、予想を大幅に超え

る利用があり、子育て支援センターや一時預かりについても順調に利用者が増加しており、子育

ての孤立感や負担感を軽減する成果をもたらしています。 
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ひとり親家庭については生活の安定を図るため自立に向けた支援が必要です。経済的な支援を

必要とする世帯やひとり親家庭などは、こどもの貧困の発生するリスクも高くなっているため、

きめ細やかな支援サービスを継続的に行うことが大切です。 

これからの課題として、少子化等の問題を踏まえた将来的な保育の必要量とニーズを把握し、

保育施設や児童センターの今後のあり方について検討しなければならないことが挙げられます。 

また、地域のこども達の豊かな心、生きる力を育むため、行政や学校、地域が連携して遊び場や

学習・体験の機会を充実することが求められています。 

これらの課題に対応していくため、令和７年３月に「第 3 期子ども・子育て支援事業計画」を

策定し、各種事業に取り組んでまいります。 

 

【具体的施策】 

１_妊娠期からの切れ目のない支援  

２_子育てに関する情報提供の充実  

３_質の高い幼児教育・保育の提供  

４_多様な保育サービスの充実  

５_放課後児童の居場所づくり  

６_障がいのあるこどもや特別な支援が必要なこどもへの支援  

７_こどもの権利擁護や児童虐待への重層的な支援  

８_ひとり親家庭、こどもの貧困家庭への支援  

９_子育て世代への経済的負担の軽減  

10_こどもが安全に過ごせる環境づくり  

11_子育て家庭を応援する地域づくり 

12_ワークライフバランスの推進 

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・ 令和６年４月に設置した「こども家庭センター」で、妊娠期から出産・子育

て期まで、関係機関と連携を図りながら、一体的に切れ目のない支援を行い

ます。 

・ 家庭児童相談員や母子父子自立支援員・女性相談支援員を配置し、こども

家庭センターを中心に、一人ひとりのこどもが大切にされる環境づくりを行

います。 

・子育てに対するニーズを把握し、多様な保育サービス及び放課後児童の居場

所づくり、充実を図ります。 

・保護者のニーズを把握し、子育てや保育等に関する相談業務や専門スタッフ 

による施設の入退所手続き、施設間との連絡調整を適切に行います。 

・幼保小中の各機関の連携によるインクルーシブ教育を推進します。 

市社協 ・関係機関との連携により、質の高い保育・学童クラブの運営に努めます。 
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・保育ニーズを把握し独自の保育サービスの提供に努めます。 

・子育て支援に係る住民主体の活動を支援します。 

住 民 ・こどもは地域全体の宝です。地域行事などへ積極的に参加し、学校や保育施

設と連携して、地域のこども達の見守りに努めましょう。 

・住民の持つ豊富な知識や術を子育てに悩む保護者に伝えていくよう努めま

しょう。 

 

【地域福祉活動計画（市社会福祉協議会）の取り組み】 

関係機関と連携し、保育の質の向上と保育ニーズへの対応に努めます。 

こども食堂などの住民主体の地域活動が市内でいくつか立ち上がっており、活動支

援に努めます。 

 

取り組み項目 概 要 

保育事業 ・はなぞの保育園の運営、致芳、伊佐沢、豊田、平野児童セン

ターの指定管理者として、関係機関と連携し、保育、学童保

育のサービスの質の向上に努めます。 

病児保育事業 ・市からの受託事業により病気となったこどもの受入れを行

い、保育ニーズに対応していきます。 

地域の子育て活動の支援 ・こども食堂などの地域での子育て支援活動の立上げや活動継

続に向け、情報の提供・情報共有、専門的アドバイスなどに

より支援していきます。 

 

 

2-2  生涯にわたる生きがいづくり 

 

【現状と課題】 

高齢化と人口減少が同時に進行する中で、地域福祉を支える人のつながりや支えあいを強化し、

多様な主体の参画によるネットワークづくりを進めることにより、つながり、ささえ合い、自分ら

しくいきいきと生活できるインクルーシブな地域づくりを目指します。 

また、いつまでも健やかに健康で過ごしたいという思いは、市民共通の願いです。こどもから高

齢者まですべての人が自立した生活を送るための基盤である「健康」を維持するためには、予防的

な観点からの健康づくりとして、社会参加・つながりを作ることが大切です。「通いの場」への参

加など高齢者の社会参加の促進等を通じて、多様な生活支援サービスを利用できるような地域づ

くりを推進します。 

本市では、市民や地域団体等と協働し、健康関連情報の提供や芸術・文化活動等様々な介護予防

の取組や健康づくり事業を推進しています。 また、各コミュニティセンターを拠点に、様々な生
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きがいづくりの普及啓発、市民の活動への参画を促進し、市民が主体となった活動の創出・仲間づ

くりを図ります。 

市民一人ひとりが生きがいをもって日常生活を送ることができるよう、信頼できる人の存在、

自らの居場所があるということ、ひいては「生きる」ということに対する包括的な支援を行いま

す。 

【具体的施策】 

１_生涯学習の充実  

２_芸術・文化活動の推進  

３_介護予防や生きがいづくりを視点とした居場所づくり  

４_世代や分野を超えた交流の場づくり  

５_仲間を増やす場づくり 

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・誰もが活躍できる地域づくりを推進するため、各コミュニティセンターの健

康関連事業等を支援します。 

・ミニディサービスの運営を通じて社会参加・つながり作りを促進します。 

市社協 ・相談事業を通じて生きがいづくり等の情報提供や関係機関との連携を図り

ます。 

各コミセン ・誰もが活躍できる地域社会をつくるため、健康関連事業等を充実します。 

住 民 ・地域の交流の場、地域活動に参加しましょう 

・乳幼児期から親子で身体を動かす習慣を身につけ、日常生活の中で自分に合

った運動を取り入れ積極的に体を動かしましょう。 

 

 

2-3  こころと体の健康づくり 

 

【現状と課題】 

住み慣れた地域でいつまでも健康に暮らし続けるためには、市民一人ひとりが自らの健康づく

りの重要性について認識し、健康寿命を延伸するための健康行動を継続することが必要です。  

本市では、健康づくり・食育活動・介護予防の関係各課と連携を図り、こころと体の健康づくり

を継続できる取組を推進します。  

「市民ひとり１スポーツ」を推進し、気軽に運動を楽しんだり、日常生活の中に運動を取り入れ

ることで、スポーツの普及を通した健康増進を目指します。 

また、ストレスやこころの病気という言葉をよく耳にするようになり、こころの健康づくりも

身近なテーマとなっていますが、理解はまだ十分とはいえません。自分自身や周囲の方たちのた
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めに病気について正しく理解し、早期受診に結びつけるとともに、相談体制の充実を図ることが

大切です。 

【具体的施策】 

１_地域保健活動の推進  

２_運動の習慣化の推進  

３_年代に応じた健康づくりの推進  

４_こころに悩みを抱えている方の相談体制の充実と周知、こころの健康づくり 

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・市民ひとり１スポーツを推進し、気軽にできる健康づくりのための運動を普

及します。 

・こころの健康に関する知識等の普及啓発を図り、相談窓口や講演会等をとお

し相談体制の充実を図ります。 

・地域での支えあい活動、居場所づくりについて周知・支援を行います。 

市社協 ・老人福祉センターを拠点として高齢者や生活困窮者を対象とした相談事業

を行い、健康づくり活動のきっかけとなるよう情報提供を行います。また、

こころの健康に関する相談についての情報提供、関係機関との連携を図り

ます。 

住 民 ・家族、友人、地域の人たちとのコミュニケーションの時間を持ち、悩みや困

りごとは溜め込まず、誰かに相談しましょう。 

・睡眠時間をしっかり確保して、笑いの多い生活をしましょう。 

・自分を大切にする気持ちを持ちましょう。 
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3-1  地域活動の担い手の確保と育成  

 

【現状と課題】 

地域福祉の推進に当たっては、活動に取り組む担い手の確保が不可欠ですが、各地域福祉活動

団体の共通の課題として、メンバーの高齢化や固定化、担い手不足が挙げられています。 

新たな担い手の確保や育成に向けて、気軽に集まれる場の設定や催し物、行事、勉強会などを通 

じ、地域の福祉活動への協力の呼びかけ等を行っています。  

地域力の向上に向けて、市民一人ひとりが地域について考え行動し、みんなで支え合う地域を

目指します。そのために、福祉教育による意識啓発や人材育成、ボランティア活動の活性化、それ

らに伴う情報提供など、福祉の意識を育む基盤づくりに取り組みます。 

新型コロナウイルス感染症の影響が一段落した現状と、退職延長制度等において、地域福祉活

動に関心を持っている人が容易に参加できる仕組みの構築や高齢者の社会参加を促す活動など、

地域福祉活動の活性化を進めるため、担い手の確保及び育成を目指しながら、地域福祉に取り組

む団体等を支援していくことが必要です。 

 

【具体的施策】 

１_地域福祉活動を支える人材づくり  

２_高齢者の社会参加の推進  

３_地域の関係団体の連携・交流  

４_活動の場の情報収集・発信  

５_ボランティア活動及び市民活動の支援  

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・地域の中で、住民が主体となって介護予防や生活支援を行うことのできる体

制の構築を支援します。 

・高齢者に地域活動やボランティア、就労など多様な社会参加を促しながら、

介護予防を図り、地域で支えあいの活動の充実を図ります。 
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市社協 ・支えあい活動及びボランティア活動の普及、活動支援、活動者増に向け取り

組みます。 

住 民 ・地域活動やボランティア等に参加し介護予防に取り組みましょう。 

・住民主体による「生活支援」や「通いの場」を地域で取り組みましょう。 

・家族、友人、地域の人たちとのコミュニケーションの時間を持ち、悩みや困

りごとは溜め込まず、誰かに相談しましょう。 

 

【市社会福祉協議会（地域福祉活動計画）の取り組み】 

地域福祉活動、ボランティア活動の拡大に向け、情報提供、講座・研修などを行います。 

ボランティアセンター機能を充実させ、地域の集いの場や支えあい活動を含めたボランティア

活動の普及・支援、活動者増に向け取組みます。 

取り組み項目 概 要 

広報・啓発活動（再掲） ・社協広報、ホームページなどにより、地域福祉・ボランティ

アについてよりわかりやすく多くの人に届けるための情報

の発信、福祉団体への情報提供を行います。 

・福祉教室や福祉学習を通じて支え合いの地域づくり、障がい、

バリアフリーなどへの理解促進に努めます。（再掲） 

支えあい活動の支援 ・地域の自主的な集まりの場や支えあい活動に対して、活動支

援を行います。 

ボランティア活動の普及促進 ・ボランティア講座やボランティアを体験する機会の提供など

により、ボランティア活動者の拡大を図ります。 

ボランティア活動者・団体へ

の活動支援 

・ボランティア活動助成、ボランティア団体のネットワーク化

などによりボランティア団体の活動支援を行います。 

 

 

3-2  地域における福祉活動の充実 

 

【現状と課題】 

高齢化と人口減少が進む中、地域福祉を支える人のつながりや支えあいを強化し、多様な主体

の参画によるネットワークづくりを進めることが、こどもや高齢者を地域全体で見守り支援する

活動や・孤独や孤立を防ぐために必要であり、その中心となるコミュニティセンターは、今後地域

の大きな中核・拠点となります。コミュニティセンターを活用した協働・創成の地域活動、ミニデ

ィ、老人クラブ・サロン等の交流の場や居場所づくりが魅力ある地域づくりに繋がっています。 

将来の地域づくりを担う青少年の育成、ダイバーシティ＆インクルージョン（※）の推進の観点

からも地域内の多様な団体等と今後も引き続き連携を図りながら、地域における活発な活動を実

施していきます。 
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【具体的施策】 

１_コミュニティセンターを活用した協働・共創の地域活動  

２_魅力ある地域づくり推進事業  

３_スマートシティ長井の推進  

４_ダイバーシティ、インクルーシブな社会づくり  

５_コミュニティセンターの利用促進と拠点づくりへの支援  

６_学びをとおした世代間交流の推進 

 

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・各地区が実施する地域づくり計画に基づく事業の円滑な実施を支援します。 

・コミュニティセンターの運営に必要な情報の提供、助言を通し、魅力ある 

地域づくりを支援します。 

市社協 ・各地区での地域福祉活動の取組への協力、情報提供に努めます。 

住 民 ・地域づくり計画に基づいた、地域福祉の活動に取り組みましょう。  

（地域による除雪体制の整備、地域での移動支援、買い物支援の取組など） 

 

 

【地域福祉活動計画（市社会福祉協議会）の取り組み】 

各地区での地域福祉活動への情報提供・活動支援に努めます。 

取り組み項目 概 要 

福祉活動拠点への支援 ・各地区の要請により地域福祉活動の立上げ、運営に対し、福

祉サービスや活用できるメニューの情報提供、福祉教室など

の実施により活動の支援を行います。 

 

 

※ ダイバーシティ＆インクルージョン」とは 

多様な人材を活かし、その能力が発揮できるようにする取り組みを指す言葉 

です。ダイバーシティは直訳すると「多様性」、インクルージョンは直訳すると 

「受容性」です。人材の多様性は、性別や年齢、国籍や障がいの有無から働き方 

まで、幅広い意味を持ちます。 
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3-3  いのちを守る地域づくり 

 

【現状と課題】 

地域でのつながりの希薄化が進み、困難を抱えた方が孤立してしまうような状況にあります。

特に疾病、障がい、多重債務、ひきこもり、高齢者の介護と子育てのダブルケア等の問題は、生

活困窮に陥りやすく、誰にも相談できないままに抱え込み、虐待や精神疾患、自殺などを引き

起こすリスクとなります。また、このような場合には、本人・家族から支援を拒否されることが

多く、適切な支援に結びつかないという現状があります。 

「障がい者虐待の防止、障がい者の養護者に対する支援等に関する法律」の施行に伴い、障が

い者虐待防止センターを設置していますが、虐待防止の周知・啓発、関係職員の資質向上、効果

的な連携協力体制の充実に努めていく必要があります。 

行政だけではなく、民生委員・児童委員等の地域のネットワークや見守りを活用しながら早

期からの支援に努める必要があります。また、地域共生社会の実現に向けて、地域住民や地域

の多様な主体が「他人事」ではなく「我が事」として考えられる地域づくりを様々な分野と連携

しながら推進していくことが重要です。 

「いのち支える長井市自殺対策計画（第２期）」（令和７年度～１１年度）を策定し、関係機関

が一体となって生きることの支援としての自殺対策を推進していきます。 

 

【具体的施策】 

１_地域におけるネットワークの強化  

２_自殺対策を支える人材の育成  

３_市民への啓発と周知  

４_生きることの促進要因への支援  

 

【実施主体ごとの役割】 

主 体 役    割 

行 政 ・複雑化・複合化した様々な課題を有する方に対し、関係機関との情報共有や

連携の強化を図り、支援体制を構築することで適切な支援に繋ぎます。 

・周囲に相談できずに孤独や孤立感を抱えることがないよう、ゲートキーパー

（※）養成研修による人材の育成に取り組むとともに、地域におけるネット

ワーク等を活用することで、対象者の早期発見に努め、社会参加等に向けて

適切な支援をします。 

市社協 ・相談事業を通じて情報の提供及び関係機関と連携した相談対応を行います。 

住 民 ・お互いに顔の見える関係性を築くことで、人との繋がりや社会での役割、生

きがい等を持ち、地域活動等を通して、共に見守り支え合いましょう。 
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※「ゲートキーパー」とは 

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話 

を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のことで、言わば「命の 

門番」と位置付けられる人のことです。 

「自殺総合対策大綱（平成 19 年 6月 8 日閣議決定）」においては、９つの当面の重点 

施策の１つとしてゲートキーパーの養成を掲げ、かかりつけの医師を始め、教職員、保健 

師、看護師、ケアマネジャー、民生委員、児童委員など関連するあらゆる分野の人材にゲ 

ートキーパーとなっていただけるよう研修を行うことが規定されています。 
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１  令和６年度長井市地域福祉計画策定委員会設置要綱          

 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定に基づき、地域福祉の総合的な推

進を図る長井市地域福祉計画（以下「計画」という。）を策定するため、長井市地域福祉計画策

定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項について所掌する。 

（１） 計画の策定に関すること。 

（２） 計画に係る調査等に関すること。 

（３） その他必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０名程度をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 福祉施設等関係者 

（２） 保健福祉又は医療関係者 

（３） 福祉関係の地域団体関係者 

（４） 民生委員児童委員の代表 

（５） 学識経験者 

（６） その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から令和７年３月３１日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、副委員

長がその職務を代行する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

（意見の聴取） 

第７条 委員会は、必要に応じ、委員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、福祉あんしん課において処理する。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 



 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 

２  長井市地域福祉計画策定委員会委員名簿                   

 

NO 役  職  名 氏  名 備 考 

1 長井市社会福祉協議会 副会長 手塚 一司 委員長 

2 公立置賜長井病院 病院長 栗村 正之  

3 社会福祉法人長井弘徳会 理事長 伊藤  啓 副委員長 

4 長井市老人クラブ連合会 会長 渋谷 佐輔  

5 長井市地域自立支援協議会 会長 深瀬 善信  

6 
長井市保育研究会 会長（平野児童センター館

長） 
小関 由美  

7 
長井市子ども・子育て会議 会長 

長井市地区長連合会 会長 
上村 正己   

8 長井市校長会代表（豊田小学校長） 渡部 美千恵  

9 長井市民生委員児童委員協議会連合会 代表 佐藤 惠子  

10 米沢人権擁護委員協議会 長井部会 代表 酒井 かね子       

11 長井市コミュティ協議会 理事長 青木與惣右エ門  

                            （順不同・敬称略） 

 

 

 



 

 

 

３  策定経過                                       

 

年 月 日 実 施 内 容 

令和６年６月１９日 第１回事務局会 

令和６年６月２７日 第１回WG会議 

令和６年７月２６日 第２回WG会議 

令和６年８月５日 第２回事務局会 

令和６年８月２７日 第３回WG会議 

令和６年９月１２日 第３回事務局会 

令和６年１０月２日 第１回第４期地域福祉計画策定委員会 

委嘱状交付 

・地域福祉計画について 

・地域福祉計画と地域福祉活動計画、自殺対策計画について 

・第４期計策定スケジュールについて 

・第４期計画策定に向けた課題の整理について 

・第４期計画の体系について             等 

令和６年１２月２日 第４回事務局会 

令和６年１２月１１日 第２回第４期地域福祉計画策定委員会 

・第４期計画第４章について 

・第４期計画の体系について             等 

令和７年１月２３日 

     ～２月４日 

パブリックコメント（ホームページ及び広報ながい掲載） 

 

令和７年２月５日 

第３回第４期地域福祉計画策定委員会 

・第４期計画（案）、概要版について  

・パブリックコメント結果について          等 

 ※意見はありませんでした。 

令和７年３月 第４期長井市地域福祉計画 策定 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4期長井市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

                                    

 

長井市福祉あんしん課 

〒993-8601  長井市栄町１番１号    ☎0238-82-8011 

長井市社会福祉協議会 

〒993-0011  長井市館町北６番１９号  ☎0238-88-3711    

                     

                                     


